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The only real time seafloor monitoring system situated inside the 2011 off the Pacific coast of Tohoku

earthquake ( the 2011 Tohoku earthquake ) source area at the time of the earthquake was the

ocean-bottom seismic and tsunami observation system off the Sanriku coast deployed and maintained by

Earthquake Research Institute, University of Tokyo. Three seismic and two tsunami observatories were

installed on the system. We did not have adequate observatory networks which could measure and

monitor earthquakes and tsunamis on the seafloor, even though a lot of earthquakes occur beneath the

seafloor around Japan. 

 

NIED ( National Research Institute for Earth Science and Disaster Prevention ) has launched the project of

construction of an observatory network for tsunami and earthquake on the seafloor just after the

occurrence of the 2011 Tohoku earthquake. It reflected on the situation that we could not monitor the

outspread of the earthquake and the tsunami outbreak on site and in real time due to poor coverage of

observation in ocean area. The project has been financially supported by MEXT ( Ministry of Education,

Culture, Sports, Science and Technology - Japan ). 

 

The seismic and tsunami observatory network was named “S-net”. The S-net consists of 150 seafloor

observatories and covers the focal region of the 2011 Tohoku Earthquake and its vicinity regions. Each

observatory equips two sets of pressure gauge and 4 sets of three component seismic sensors. The 150

seafloor observatories are connected in line with submarine optical cables. And those optical cables are

landed at 5 sites ( Hachinohe-city, Miyako-city, Watari-town, Kashima-city and Minami-Boso-city ) on the

Pacific coast of Tohoku district, so then the S-net provides a real-time monitoring of earthquake and

tsunami on the seafloor. 

 

Six years has passed since the project started in 2011, the S-net seafloor observatory network is going to

reach completion. Some data are being transmitted to Japan Meteorological Agency, and have been

already used for surveillance of earthquakes and tsunamis. Full-scale operation of the S-net is expected to

start in April, 2017. 

 

We will report the current status of the construction of S-net seafloor observatory network in this

presentation.
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Shaking maps are one of the useful information for hazard assessment after earthquakes occurred. Based

on dense and real-time seismic network the detailed and fast shaking maps are available. The Central

Weather Bureau of Taiwan (CWB) has operated two strong motion seismic networks. One is the real-time

strong motion seismic network, named RTD, consisting of 110 stations. It can provide a shaking map

within 15 minutes after an earthquake occurred. The other is the dense seismic network named Taiwan

Strong Motion Instrument Project (TSMIP) consisting of more than 800 stations. However, the shaking

map generated by the RTD seismic network cannot reveal actual ground motions due to poor station

density. The TSMIP seismic network cannot transmit data in real time. Recently, the low-cost

Micro-Electro Mechanical System (MEMS) accelerometers has been deployed in Taiwan, named P-alert

seismic network, with about 609 stations transmitting data to the center in real time. The P-alert seismic

network provides an opportunity to provide quick and real shaking map, but the ground motion records

from the P-alert need to be corrected because all P-alert sensors deployed on the wall or pillar of

buildings. To obtain real ground motion without building influence, we proposed an approach using

TSMIP records to construct a transfer function for the P-alert records. Finally, once an earthquake

occurred using the real-time P-alert data streams and corrected by the transfer function, the real

ground-motion shaking maps become available.
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　広帯域地震計は、測定可能な周波数範囲が広く、近郊および遠く離れた地震波の計測に用いられ、震源メカ

ニズムの解析に用いられる。広帯域地震計はバンドパス特性をもっており、低周波数領域では0.01 Hzもしく

はそれ以下の低域カットオフ周波数をもつため、その周波数特性を評価するためには、低周波数で精密に振動

する加振器およびその測定系を必要とする。そのため、産総研が保有する低周波振動校正装置を用いて、広帯

域地震計の評価を行った。 

　本低周波振動校正装置は、振動加振器とレーザ干渉光計測システムで構成されており、評価対象であるセン

サを振動加振器で振動させて、レーザ干渉光計測システムでその振動変位を測定することで、ある周波数にお

けるセンサの感度と位相遅れを算出する。振動加振器は特注で開発されたエアベアリング式の電動型であ

る。0.4 mのストローク長をもち、加振可能な最大積載量は30 kg弱である。一方、レーザ干渉光計測システム

は、安定化He-Neレーザ光源(波長：632.8 nm)を搭載した2位相検出型ホモダインレーザ干渉計を装備してお

り、振動変位に応じた、互いに90度位相の異なる2つの干渉信号を検出する。それら干渉信号はNI PXI

5922でサンプリング周波数10 MHzによってデジタル信号として記録され、信号処理プログラム内のアークタ

ンジェントと位相展開によって、半波長あたり2pで規格化された位相角が得られ、振動変位を算出する。同時

に、広帯域地震計からも速度の電圧信号をPXI 4462によってサンプリング周波数200 kHzで24 bitの高分解能

で記録する。これら両者の波形に正弦波近似を行い、振動変位の変位振幅から速度振幅を算出した後に、速度

振幅と電圧振幅の比から地震計の感度を求める。さらに、正弦波近似された両者の初期位相から、地震計の位

相遅れも計算される。このように、長さの基準であるレーザ干渉計を用いて、加速度センサの単位加速度(入

力)あたりの電気量(出力)を求めることを一次校正と呼び、ISO 16063-11で規定される。 

　国家標準研究機関である産総研は、加速度標準を産業界へ供給するために、低周波振動校正装置の測定の信

頼性や国際同等性、およびそのトレーサビリティを確保する責務をもっている。従って、当該地震計の校正に

おいても、速度は長さと時間の組立量であり、出力信号は電気量であることから、それらの量も国家標準にト

レーサブルになっている。長さの基準はCIPM勧告に基づいて、1.5×10-6のHe-Neレーザ波長の安定性が保証

されており、時間の基準はJCSS校正されたルビジウムタイムベースによって確保されている。電気の基準も

JCSS校正された直流電圧発生器を用いてPXI 4622を自己校正することで、そのトレーサビリティを確保して

いる。測定の信頼性および国際同等性については、国家標準研究機関が技能の同等性を評価し合う低周波振動

国際比較(CCAUV.V-K3)において、0.15%という世界最高の不確かさで国際同等性を担保している。 

　広帯域地震計の周波数特性に関する情報は、製造メーカによる試験成績書に記載されたカットオフ周波数も

しくはpole・zeroのテーブルによって与えられている。その情報を使用して、地震波形の観測データを補正し

て解析することから、その周波数特性の信頼性は非常に重要であるが、その精度や安定性について報告された

例はほとんどない。本研究では、低周波振動校正装置を用いて、Guralp製CMG-3T（広帯域地震計）の周波数

特性を0.01 Hzから一次校正して、メーカによる試験成績書との整合性について検証したので、その結果につ

いて報告する。
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　DASテクノロジーが、パイプラインのモニタリングや侵入者を感知するために、2011年頃から石油・ガス産

業で使われており、位相差データを用いる最新の光ファイバーセンシング技術によって、近年、DASシステム

を使って、VSPを含むサイズミックデータを記録することができるようになったことを昨年の発表で紹介し

た。我々はこのシステムのことを、‘hDVS’と呼んでいるが、その第三世代の装置が2016年後半に完成し

た。 

 

　hDVSは、通常用いられるジオフォン等の電気・磁気的なセンサーでなく、光ファイバーを振動計測のセン

サーとして使う。実際には、光ファイバーの振動に対するダイナミックストレインを計測しており、シングル

モードファイバー、マルチモードファイバーの両者に使うことができ、つなげたファイバーの全長、もしくは

パラメータで決めた長さだけをセンサーとして使うことができる。光ファイバー内での光の減衰や、光データ

のサンプリング周波数にも依るが、シングルモードファイバーの場合、第二世代のシステムでは、最大

40km程度の長さまで対応することができ、マルチモードファイバーの場合、その長さが10km程度までとな

る。第三世代の新しいシステムを使えば、50kmの長さを超えるシングルモードファイバーにも対応すること

ができると思われる（hDVS/DASを使うことのできる理論的な光ファイバーの最大長は100km）。また、ラボ

の実験では、S/N比が、15dB向上したことが確認されている。 

 

　hDVS/DASを用いたシステムは、現状の地震波観測システムと比較して、次のような特長がある。 

 

　a)既に設置してある光ファイバーを、地震波観測のセンサーとして用いることができる。 

　b)一つのシステムで、点ではなく、最大50kmを超える長さの線状のセンサーとして観測することができ

る。 

　c)既に張り巡らされている光ファイバー網を利用することによって、観測装置を容易に観測ネットワークと

して構築できる。 

　d)空間分解能やゲージ長をパラメータとして設定できる。 

　e)光ファイバーのコア部は、石英ガラスでできており、通常のセンサーを設置できない200℃以上の環境下

でも、問題なく使える。 

　f)光ファイバーセンサーは、受動センサーなので、故障を起こしにくい。 

　g)万が一、地震・津波でファイバーが切れた場合でも、切れた箇所までのファイバーを用いて、観測を継続

できる。 

　h)波長分割多重方式を用いて、1本のファイバーを、通信と地震波観測の両方に使える可能性がある。 

 

　その他にも特長として認識される性質が見つけられるだろう。
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　国立研究開発法人海洋研究開発機構 地球情報基盤センター（CEIST）では，今後，大地震の発生が予想され

ている東南海地震震源域の各種地震活動データを収集・統合した，地震研究情報データベースを運用してい

る．CEISTでは，データベースに蓄積された海底地震観測データを、地震・地殻変動現象の速やかな解析の促

進と科学研究・教育への利用を目的として広く一般へ公開するため，2016年４月より地震研究情報データ提

供システム（J-SEIS：JAMSTEC Ocean-bottom Seismology Database）*の運用を行っている． 

　本システムでは、長期孔内観測システムにて観測されたデータを連続データとして提供している他、地

震・津波観測監視システム（DONET1）にて観測された地震イベント毎の観測データをイベントデータとして

提供している。 

　長期孔内観測システムは，2010年に国際深海科学掘削計画（IODP）により，地球深部探査船「ち

きゅう」によって，紀伊半島熊野灘沖に観測点（C0002）が設置された。さらに、2016年3月から4月にかけ

て実施されたIODP第365次研究航海では、同海域に長期孔内観測システムの新観測点（C0010）が設置さ

れ、DONET観測網を通し、2観測点の観測データをリアルタイムで横浜研究所へ送信している．長期孔内観測

システムには複数のセンサー（広帯域地震計，傾斜計，間隙水圧計，歪計，温度計など）が備えられてお

り，本システムでは，システム利用者が任意の時間長で切り出した観測データを、SEEDフォーマットの連続

データとして準リアルタイムで提供している． 

　DONET1にて観測されたイベントデータは，DONET1の観測点における強震計と広帯域地震計観測データの

内，米国地質調査所のUSGSカタログに掲載されているマグニチュード6以上，気象庁カタログのマグニ

チュード4以上の地震イベントを対象として切り出し，イベント毎に観測データをSEED形式の地震波形データ

として提供している． 

　本システムによる連続データの提供は、ブラウザ上で観測データの切り出し期間とチャネルを指定する方法

の他に、IRISのWeb Serviceを参考にした、URLパラメータ（期間やセンサー種別、観測点）の指定によるダ

イレクトダウンロードでの提供も行っている。 

 

　*地震研究情報データ提供システム J-SEIS 

　URL https://join-web.jamstec.go.jp/join-portal/
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　国立研究開発法人 海洋研究開発機構（JAMSTEC） では、東南海地震の想定震源域である熊野灘周辺に、地

震計・水圧計等を備えた大規模かつ稠密海底観測網を整備し、地震・地殻変動・津波といった物理的諸現象を

リアルタイムで観測・監視するシステム（DONET）を防災科学技術研究所（NIED）から委託運用してい

る。それらを用いた地震学的な成果としての研究情報と防災減災に寄与する情報を積極的に発信するため、防

災担当者向けのコンテンツ提供サービスとして、DONETから送られてくる強震計・水圧計の波形データをリ

アルタイムにウェブブラウザ上で表示するウェブアプリケーションシステムを運用している。 

　甚大な被害をもたらした熊本地震、鳥取県中部地震の影響もあり、特に南海・東南海巨大地震発生帯に隣接

する地方自治体は、国が示す広域的な防災対策を念頭に置きつつ、それぞれの地域に応じた独自の防災対策を

早急に構築していくことが求められている。最新の研究で得られた成果や地震減災に関する情報についての地

道な広報活動だけでなく、海溝型巨大地震発生帯の直上・直近において稠密展開した観測装置が検知した生の

観測波形データをリアルタイムに防災担当者が確認できることで、より迅速な防災減災対応の判断に資するこ

とができる。 

　平成25年から文部科学省では「南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」を実施し、南海トラフ地震の

姿、防災対策のあり方についての研究を行う一方、東海地域研究会、関西地域研究会、四国地域研究会、九州

地域研究会の4つの地域に分け、各地域に特化した防災・減災上の課題を議論するなど、各地域の防災対策レ

ベルの向上に努めている。平成28年より、本システムもこの地域研究会参加者へ向けた「南海トラフ広域地震

災害情報プラットフォーム」へ波形表示機能の提供を行い、より多くの防災担当者へ本システムを利用した地

域防災対策を推進した。また、次年度にはこれまでの提供ユーザの範囲から、幅広い実担当者レベルへ提供

ユーザの範囲を拡大したいというNIEDからの依頼により、それに耐えうる負荷対策・機能強化として、本シス

テムの波形について画像キャッシュを描画生成する機能の追加、数週間程遡って過去の波形を保持し閲覧でき

る機能の追加を実施中である。これにより、利用ユーザの大幅な拡大が可能となり、また、常時本システムを

モニタへ表示していなくても、大地震発生後にアクセスしての地震、津波の波形確認が可能となる。 

　本発表ではシステムの防災利用拡大による今後のシステム機能強化への議論を深めたい。

 
リアルタイム地震波形表示、DONET、南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト、地域防災活

動、Webアプリケーション

Real-time Seismic Waveform Display, DONET, Nankai Trough Region Earthquake Disaster

Prevention Research Project, Regional Disaster Prevention, Web Application
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地震動波形から推定したDONET2地震計の方位

Orientations of DONET2 seismometers estimated from seismic

waveforms
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　南海トラフにおける地震・津波の早期検知、地殻活動の監視と構造解明、そして巨大地震の準備プロセスの

解明とモニタを目的として、熊野灘にDONET1が、潮岬沖から室戸沖にかけての室戸海盆にはDONET2が構築

された。DONET2観測点は2016年3月までに設置が完了した。また、DONET1と2の観測網の間のギャップを

埋めるために、潮岬沖の海域に新たに2観測点が追加され、DONET1は計22点となった。地震動波形の解析に

おいて、正確な地震計方位の把握が重要である。DONET1観測点においては中野ほか（2012）で推定されて

いる。本研究ではDONET2およびDONET1に新規に設置された2観測点の地震計の設置方位を推定した。ま

た、DONEET1のKMA03観測点は2015年12月にセンサーを改修したため、設置方位を再度推定した。 

　地震計方位の推定は、遠地地震における水平動成分の粒子軌跡が、陸上観測点と相似となる方位を探索する

ことで行った（汐見ほか, 2003）。方位の基準とする陸上観測データとして、F-net観測点のうち紀伊半島およ

び四国の沿岸に設置された5点（KIS, KMT, NOK, ISI, UMJ）を用いた。解析に使用した地震は、2015年3月か

ら2017年1月末までに起きたマグニチュード7以上の遠地地震（31イベント）である。F-netのKISおよびISI観

測点は南北成分の方位が真北から数度ずれているため、webサイトで公表されている方位を用いて修正を

行った。 

　DONET各観測点の広帯域地震計の水平動記録に0.008-0.01 Hzのバタワース型帯域通過フィルタを適用して

方位推定に用いた。水平動二成分の波形を1°ずつ回転させて陸上観測点の南北および東西成分波形と相互相関

をそれぞれ計算し、その和が最大となる角度からDONET地震計の方位を推定した。すべてのイベントに対し

て、すべてのDONETおよび陸上の観測点の組み合わせについて相関を計算し、水平動二成分の相互相関係数

の和が1.7より大きい場合の方位の平均から地震計方位を推定した。ここで、イベントや観測点の組み合わせ

によっては長周期成分のノイズのために平均から大きくずれた方位を示す場合があった。方位の平均を推定

後、標準偏差が10°より大きい場合には、平均から10°以上異なる方位のデータを除去するロバスト推定を

行った。方位推定の最終的な標準誤差は1°から2°程度であった。 

　今回、比較のためにDONET1観測点についても同様の推定を行った。中野ほか（2012）における同じ手法

で推定した場合と比べ、最大4°程度の違いが見られた。違いの大きい観測点は、特に中野ほか（2012）の推定

において使用したデータの数が少ない場合が多い。これは、解析期間が観測点構築から間もないためであった

為であると考えられる。 

　DONET2観測点方位の推定についても同様の事が言え、推定に用いたイベントの少ない観測点では数度程度

の誤差があると考えられる。全観測点の設置が完了したのは解析期間の中盤であり、またいくつかの観測点で

は後埋設が行われていないために長周期成分のノイズレベルが相対的に大きい。これらの観測点では使用でき

るイベントが少なくなるため、推定精度が低下する可能性がある。今後、後埋設を行い、より長期間のデータ

を使用することで推定精度を向上していく必要がある。また、中野ほか（2012）で行われたP波初動の振動方

向を用いた推定などを併用することで、精度の向上が期待される。 

　謝辞：解析にはF-netおよびDONETのデータを使用しました。観測網を維持、管理されている皆様に感謝い

たします。
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　沖縄地方においては、台風等の荒天時には地震の観測数が平常時に比べて少なくなっていることが分かって

いる。堀本・他（2016）は、台風影響下において、地震計の波形記録のノイズ比が平常に比べ高く、検知能

力が低下していることを明らかにした。有感地震は荒天時にも検知できてはいるものの、検知可能な地震の規

模が上がってしまうため平常時に比べ地震活動を過小評価する恐れがあることを示唆している。そのた

め、個々の観測点について荒天時における地動ノイズ特性を調べ、検測時の周波数フィルタの参考にすること

が望まれる。 

　「荒天時」の期間について、本調査では要素を風速、波高、波周期の３つとして、次の通りとした。風速

は、実況値（10分値）で15m/sec以上の期間とした。波高は、有義波高で３ｍ以上の期間とした。波周期

は、有義波周期10秒以上の期間とした。荒天の期間の抽出について、沖縄玉城観測点の最近傍の観測点とし

て、風速についてはアメダスの糸数のデータを、波高・波周期については、港湾局NOWPHASの「那覇」の

データを用いた。地震波形の切り出し期間について、各要素において上述で取得した期間の内、期間最大とな

る値の時刻の前後10分合計20分間とした。切り出した地震波形について、その期間内に沖縄玉城で地震を検

知していないものを調査対象とした。 

　以下に調査対象データの内、２事例を紹介する。 

　（１）2015年11月27日　波高≧３ｍの例 

　この日は大陸から高気圧が張り出し、港湾局の那覇観測点で27日10時20分に4.18ｍを記録している。この

前後20分間の沖縄玉城観測点の地震波形をフーリエ変換した結果、１Hzと３Hz付近の周波数帯で振幅の大き

い波形があることが確認された。 

　（２）2015年12月17日　波周期≧10秒の例 

　この日は大陸から高気圧が張り出し、港湾局の那覇観測点で17日15時20分に有義波周期10.0秒を記録して

いる。この前後20分間の沖縄玉城観測点の地震波形をフーリエ変換した結果、１Hz付近の周波数帯で振幅の大

きい波形があることが確認された。 

　今後更に、期間を拡大し事例を多く収集し、宮古島、石垣島等でも主となる観測点で調査する。

 
地動ノイズ、荒天時、地震の検知能力

seismic noise, stormy weather, detectivity of earthquakes
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防災科研Hi-net震源カタログに基づく発破頻発地域の抽出

Detection of the blast frequent areas based on the NIED Hi-net

hypocenter catalog
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　日々の微小地震震源カタログ整備において，砕石・採鉱発破などの人工的な震動源の情報は震源リストから

除外すべき要素のひとつである．防災科研が定常的に運用している震源決定システムでは，あらかじめ砕

石・採鉱のための発破が頻発すると想定される地域と時間帯をデータベースに保持し，決定した震源情報がこ

のデータベースに設定された情報に該当する場合，当該イベントを自動的に発破（人工地震）と判断する，あ

るいは確認を促す．一方，発破地点等の人工的な震動源は，工事地点の移動や採鉱地の新設・廃止等により時

間的に変化する（例えば，岡田, 1996）．今回，2008年4月から2016年3月までの８年間の防災科研Hi-netの

震源カタログを用いて簡便な方法で直近の発破頻発地域を抽出するとともに，東北地方太平洋沖地震前後の変

遷について調査した． 

 

　通常，砕石発破や工事発破は昼間の時間帯に実施されることが多い（岡田，1996；平・津

村，2001）．Hi-netの8年間の震源カタログにおいて，手動で発破と確認されたイベントの発生時刻を確認し

たところ，7時から19時までの12時間に全ての発破の99.5 %が集中していたため，この時間帯を本検討におけ

る発破対象時間帯とした．発破頻発地域判定の選定にあたっては，直近3年間（2013年4月から2016年

3月）に発生した震源深さが10 kmより浅い全イベントを対象とした．また，日本列島を東西，南北それぞれ

0.025度のセルに分割し，各セルを発破頻発地域判定単位とした．まず，各セルのイベントの90%以上が発破

対象時間帯に偏重して発生しているセルを領域EVTとして抽出した．この際，イベントの検測状況（自動・手

動）の違いや発破と確認されているかどうかは判断基準としていない．この他，同期間で手動検測により発破

と判断されたイベントが集中している領域MANおよび現行情報としてデータベースにマスタ情報として既に登

録されている領域MASも抽出した．各領域の分布を比較し，MANとして抽出されたセルは全てEVTでも抽出さ

れていることを確認した．また，MASに登録されているにも関わらず，EVTで検出されなかったセルが700箇

所以上存在した．逆に，MASで登録されていないがEVTとして検出されたセルが約240箇所存在した．次

に，8年間のデータについて，これらのセルにおけるイベントの発生状況の確認を実施した．その結果，前者

には，そもそもイベントが検知されていないセルのほか，発破と通常の微小地震活動が混在し発破対象時間に

イベントが偏らない事例や，発破と思われる活動がある時期に明瞭に終了した事例が存在した．後者について

は，特定の時期から活動が開始している事例やMASと隣接するセルであることが多く，新たな採鉱が始まった

ことや震源決定精度の問題が示唆される． 

 

　次に，2011年東北地方太平洋沖地震前後の発破地域の変遷を確認するため，地震直前（2009年3月から

2011年2月），地震直後（2011年4月から2013年3月），最近（2014年4月から2016年3月）の各2年間の

データを対象に，発破対象時間に90%以上のイベントが集中しているセルの抽出を行った．その結果，地震前

には活発な発破が確認された岩手県および宮城県を流れる北上川沿いや福島県浜通り地方，茨城県日立市付近

で地震直後には発破が検知されなくなったことに加え，岩手県や秋田県の内陸部でも活動が著しく低下した地

域が存在したことを確認した．一方，近年ではそれらの地域の多くで活動が再開しているほか， 岩手県周

辺，福島県浜通り，茨城県北部で発破頻発地域が拡大している．このことは，震災復興需要による採鉱量の増

加や工事範囲の拡大を反映していると考えられる．
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　海底広域研究船「かいめい」（国際総トン数5747トン）は2016年に竣工した海洋研究開発機構

（JAMSTEC）で最も新しい調査船である。「かいめい」は、地震津波研究・海底資源研究・大気海洋研究など

の海洋観測に対応した多目的船であり、その中でも特に大きな特徴の１つが、４タイプの地震探査（2次元反

射法地震探査・3次元反射法地震探査・高解像度3次元反射法地震探査・海底地震計を用いた地震探査）に対応

した仕様であることである（海洋研究開発機構, 2016）。その地震探査システムの海上公試の一環とし

て、JAMSTECと三菱重工は2017年1月に伊豆小笠原前弧域で2次元反射法地震探査を実施した。試験測線

は、伊豆小笠原海嶺の西側の海溝陸側斜面に点在している鳥島海山と鳥須海山を南北に横切っている。加え

て、測線近傍ではODP（Ocean Drilling Program）による掘削研究（Fryer et al., 1990）や海底地震計を用い

た地殻構造研究（Kamimura et al., 2002）や「しんかい6500」による調査（藤岡・他, 1995）などの観測研

究が実施されており、これの海山は蛇紋岩海山として形成されていると見られている。したがって、今回の地

震探査がこれらの蛇紋岩海山の形成に関連する内部構造を研究する上で貴重なデータとなる可能性がある。 

　この探査の主なデータ取得仕様は、発震間隔50 m、エアガンアレイ総容量最大10,600 cu.in.（約

173.7リットル）、エアガン動作圧力2000 psi（約14 MPa）、エアガン曳航深度10m、受振点間隔3.125

m、ストリーマーケーブル曳航深度12 m、ストリーマーケーブルのチャンネル数1920、サンプリング間隔2

ms、記録長は13秒である。通常実施されている反射法地震探査と比較すると、受振点間隔が1/2～1/4程度狭

く、CMP（Common mid point）間隔も狭く設定できる。そのため、品質の良いデータが取得できた場合、空

間エイリアシングが相対的に抑制され、マイグレーションや速度フィルタなど空間方向の波形処理は非常に効

果的に作用することが期待される。また、エアガンアレイは4列で計44台のエアガンから構成されたtuned

arrayであり、総容量的にはこれまでJAMSTECが地震探査で使用してきた「かいれい」の約1.35倍となる。 

　本発表では、「かいめい」の地震探査システムの概要を紹介すると共に、伊豆小笠原前弧海山付近で取得さ

れた反射法地震探査データについて報告する。 

　謝辞：「かいめい」海上公試を実施した三菱重工業株式会社と海洋研究開発機構海洋工学センターの関係者

の皆様に深く感謝申し上げます。
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Hara (2007a, EPS) developed a magnitude formula, referred to as Mhdd (Hara, 2013, SSJ), in which high

frequency seismic signal durations and maximum displacement amplitudes measured from tele-seismic P

waves are used. Hara (2007b, EPS) showed that tsunami earthquakes were characterized by longer high

frequency seismic signal durations and smaller displacement amplitudes. Since there exist events which

are not tsunami earthquakes that have similar characteristics, it is difficult to distinguish tsunami

earthquakes only by the above observables. 

 

We investigated a possibility to characterize tsunami earthquakes by high frequency seismic signal

durations and maximum velocity and acceleration amplitudes. The dataset consists of waveform data

recorded at the GSN stations in the epicentral distance range between 30 and 85 degrees for large (the

minimum Mw is set to 7.2) shallow events that occurred between 1994 and May 2015, which were used to

revise the Mhdd formula. 

 

We show that tsunami earthquakes are characterized by longer high frequency seismic signal durations

and smaller velocity and acceleration amplitudes more clearly than in case displacement amplitudes are

used. This suggests a possibility to distinguish tsunami earthquakes through simple measurements of high

frequency seismic signal durations and velocity and/or acceleration amplitudes.

 
津波地震、高周波震動継続時間

tsunami earthquake, high frequency seismic signal duration
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Regarding a long-continuous civil engineering structure such as a railway structure, the geological profile

under the structure is not identical and the significant difference in geological property within the limited

area possibly induce unexpected seismic behavior in the structure. To ensure the reliability in seismic

safety evaluation, the ground property at an objective site should be estimated with appropriate

resolution. 

 

As one of the simple and easy techniques to estimate the representative velocity structure, the H/V

spectral ratio (RH/V) is widely used, which requires only one observation point. The predominant period

(TH/V) of RH/V likely indicates the resonant period of the objective ground. The representative thickness

of the subsurface layer can also be identified if the shear wave velocity is known. 

The technique, however, theoretically supposes that the layers are flat and spread infinite as same as

most of the methods. In other words, the applicability to irregular ground, e.g. the engineering base

surface is steeply sloped, is uncertain. 

 

In recent study, Zhang et al. (2015) proposed the estimation technique using only vertical records of two

observation sites. It has not only the same advantage as the H/V technique with respect to the simplicity

but has the potential to extract the amplification characteristics generated by the sloped bedrock surface. 

The technique is based on the theory that the cross-spectral density function between two sites for each

component can theoretically be shown as the function of three factors: the energy density of the waves

Es, the wave number k, and IOG for the corresponding sites and components. Needless to say, the

imaginary part of Green function (IOG) is closely related to the amplification characteristics of the

objective site. 

 

Using these theory, Zhang et al. focused on the power-spectral density function of respective sites A and

O for the vertical component, SAA(ω) and SOO(ω), and took the ratio of them to eliminate the unknown

factors Es and k. They showed the predominant period (TIOG) of the ratio of IOGs (RIOG) reflects the

geological profile of the two sites by numerical study using two layered model, the layer boundary of

which is linearly sloped. 

 

However, the applicability of the technique to actual microtremor data was still unclear, because not only

the subsurface structure is more complicated in actual site but observed microtremor data inevitably

includes various types of noise, and these facts necessarily effect on RIOG in some way. 
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To confirm the applicability of the technique using RIOG to actual data, we conducted microtremor array

observations over the ground surface, the bedrock surface of which is considered to being steeply sloped,

and evaluated the subsurface structure using RIOG and RH/V. With respect to RIOG, we focused on the

difference between TIOGs (ΔTIOG) which was calculated for the different pair of RIOG, to evaluate the

relative difference in thickness of the subsurface layer between the two sites. 

 

Although both RIOG and RH/V basically seemed to be complicated, the following states were found; It is

difficult to find the corresponding peak to the engineering bedrock from RH/V and there are almost no

differences between TH/Vs for different observation point. On the other hand, the ΔTIOG gradually

change with the location of observation points. These results indicate the applicability of RIOG to an

irregular ground. 

 

A future work is to establish the method to estimate absolute thickness of surface layer. It is necessary to

investigate the relationship between ΔTIOG and the amount of change in the depth of

sloped-engineering bedrock by numerical study.

 
不整形地盤、グリーン関数虚部、速度構造推定

Irregular ground, Imaginary part of Green function, estimation of velocity structure
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